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(1) ドナルドソン卿による報告書の勧告等を踏まえ、1999 年 10 月 Mr. 
Robin Middletonが SOSREP に任命された。2006年 4月 26日、SOSREP 
Support Officer, Maritime Salvage and Interventionから入手した資料によ
れば、SOSREP 就任以来、対応事例として 44 件の指示を発している。
SOSREP が指示を発した事案及びその指示の概要を次の表にまとめる。
なお、この表に記載する事案及び指示は、海上災害事案への対応のみ

ならず、海上セキュリティに係る措置も含んでいると思料される１。 
(2) 右表に記載した事例では、臨時除外水域の設定が 13件、緊急曳航船
舶の即応待機または同船からの曳索の確保に係る指示が 12件、曳船に
よる安全な水域への曳航措置に対する同意に係る指示が 8件、船舶の
移動に係る指示(移動しないこと、投錨を含む)が 7 件、サルベージ計
画作成等に係る指示が 5件、汚染物質移送等に係る指示が 5件等とな
っている。 

(3) 特に、英国においては、1993 年 1 月、英国北部のシェットランド諸
島で発生したタンカーBraer号座礁事故を契機として、緊急曳航措置を
行うため、英国水域内沿岸 4 カ所に緊急曳航船舶(ETV: Emergency 
Towing Vessel)を配備しており２、本曳船の出動・待機に係る指示が多
いことが分かる。 

(4) 右表において、2003 年 3 月 22 日に発生したばら積み船 Mulheim 号
事案への対応については、SOSREP のサルバーに対するサルベージ計
画提出についての指示が SCOPIC に係る船舶所有者の作業終了条項に
基づく 5日間通知後となっている。これは、海難救助契約書として現
在、国際的に利用されているロイズ海難救助契約標準書式 LOF(Lloyds 
Open Form)2000 において採用された SCOPIC(Special Compensation 
P&I Club)条項 9条(終了)に関連するものである。SCOPIC 条項 9条(ii)
項及び(iii)項は次の通り規定する(下線は筆者による)。 

(ii) 本条項 2 条の下で SCOPIC 条項が発動された後、船主は、請
負人に対して 5日以上前に終了の予告をすることによって、い
つでも SCOPIC 報酬の支払い義務を終了させることができる。
(以下、略)。 

(iii) 上記 9条(i)及び(ii)項の終了に関する規定は、請負人が、作業
が行われている場所を管轄する政府、地方自治体、港湾当局そ

の他の公的団体により器材の撤収を妨げられなかった場合にの

み適用される。 
「LOF2000と SCOPIC の解説」では 9条(iii)について「政府の介入は、
ある遭難船が環境に脅威を与えるおそれがあると認められる場合には 
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SOSREP対応事例の概要 
No. 日付  船名  船種  事故  場所  概要  

1 99.11.7 Dole America 冷凍運搬船 衝突、座礁 

 

Isle of 

Wight東   

臨時除外海域３(500m)の設定。  
Dole America号(10,000トン、果物積載)は、Nab Towerに衝突、座
礁。同号から油が大量に流出したことから重大な汚染の脅威を惹起
した。同号は、440 トンの重質油と 70 トンのディーゼル重油を積
載していた。同号から 5トンの潤滑油が流出したことから、SOSREP
は臨時に除外海域を設定し、すべてのサルベージ及び移送計画は
SOSREPが承認することとなった。  

2 00.5.28 Magellan Reefer  機関故障   曳索の確保を指示。  
Magellan Reefer号(ギリシャ船籍)は空荷状態で燃料油及び潤滑油の
みを積載していたところ、機関故障を起こし、推進力のない状況と
なった。状況が進み、走錨状況になったため、SOSREPは、曳索を
確保するよう指示を発した。  

3 00.9.1 Baltimore Boreas 一般貨物船 機関故障  Dungeness

付近  

緊急曳航船舶からの曳索の確保及び安全水域への曳航の同意を指
示。  
Baltimore Boreas 号(2,854トン)は機関故障を起こし、Dungeness 付
近に錨泊した。同号は、鋼材を積荷として積載し、199トンの重質
燃料油と 38 トンの燃料油(gas oil)を積載していた。天候状況は悪
く、同号は座礁するリスクがあった。SOSREPは同号船長に対し、
緊急曳航船舶 (ETV: Emergency Towing Vessel) Far Turbotから曳索を
確保し、安全な水域への曳航について同意するよう指示を発した。 

4 00.9.18 Fidalio  機関故障   緊急曳航船舶即応待機を指示。  
Fidalio 号は機関室が浸水し、エンジン始動・使用が不可能となっ
た。同号は 1,660トンの重質燃料油と 400リットルの燃料油(marine 
gas oil)を積載していた。浸水は配管系統の亀裂によるものであり、
修理のために陸岸域に交換部品が送付されることとなった。
SOSREP は、コーストガードの緊急曳航船舶 (ETV: Emergency 
Towing Vessel)が事故に備え待機するよう警告指示を発した。  
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5 00.9.28 Odelis   舵取機故障  緊急曳航船舶即応待機を指示。  
Odelis 号は、操舵装置に故障を起こし、操船が不可能となった。同
号は、520 トンの重質燃料油と 98 トンのディーゼル油を積載して
いた。気象予報により風が強くなることが予想されたため、
SOSREP は、コーストガードの緊急曳航船舶 (ETV: Emergency 
Towing Vessel)が事故に備え待機するよう警告指示を発した。  

6 00.10.11 Maria D 一般貨物船 機関故障  South of 
Beachy 
Head 

緊急曳航船舶からの曳索の確保及び安全水域への曳航の同意を指
示。  

7 00.10.21 Horozonte Claro  座礁  Rocks east 
of Soyea 
Island 

緊急曳航船舶即応待機を指示。  
Horozonte Claro 号は、Soyea島東の岩場に座礁、乗組員は同号から
退避した。同号は、右舷及び船首が傾斜した。同号は、50 トンの
ディーゼル油と潤滑油を積載していた。同号は、環境敏感水域にあ
り、重大な汚染のリスクが存在していた。SOSREPは、コーストガ
ードの緊急曳航船舶(ETV: Emergency Towing Vessel)が事故に備え
待機するよう警告指示を発した。  

8 00.10.28 Electron  座礁  St Kilda 
(Village 
Bay) 

サルベージ計画及び積荷汚染物質の確認を指示。  
Electron号は Village Bay St Kildaにおいて座礁事故を起こし、船体
に破孔を生じ、これにより機関室及びメインホールドスペースが浸
水した。同号は、45,000リットルの燃料油と 7,800リットルの潤滑
油を積載していた。同号は、安全な水域まで曳航された。SOSREP
は、サルベージ計画及び積載していた汚染物質を確認するよう指示
を発した。  

9 00.10.29 Havlys ケミカルタン
カー  
 
 
 
 
 
 

舵取機故障  緊急曳航船舶即応待機を指示。  
Havlys 号は、操舵装置系統から制御用油の漏洩が生じ、これによ
る操船機能の低下が懸念された。同号は、Houston から Hamburg
までの間、プロピレンを積載し、航行中であったが、トラブル発生
により、Falmouth向け航行することを選択した。SOSREPは、コー
ストガードの緊急曳航船舶 (ETV: Emergency Towing Vessel)に対し、
事故に備えるよう待機指示を発した。  
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10 00.10.30 Levoli Sun ケミカルタン
カー  

 Alderneg 臨時除外海域 (3,000m)の設定。  
 

11 00.11.15 Portland バラ積船  機関故障  Storma 
Island 
付近  

曳船 (Harold)からの曳索の確保及び安全水域への曳航の同意を指
示。  
Portland 号(3,000 トン、セメント運搬船 )は、空荷状態で航行中、
Stroma 沖で機関故障を起こした。この海域の潮流は早く、この状
況下で同号は座礁、重大な汚染を発生させるリスクが存在した。
SOSREP は、曳航船舶 Harold から曳索を取り、安全な水域への曳
航を受け入れるよう指示を発した。  

12 00.11.25 Hebei Treasure 鉱石運搬船 舵取機故障 Falmouth
湾  

英国海上保安庁検査官の検査が完了し、航行可能と判断されるまで
安全錨地から移動しないことに関する指示。  
Hebei Treasure 号(33,180 トン)は積荷としてマグネサイト及びボー
キサイトを積載し、330 トンの燃料油及び 76 トンのディーゼル油
を積載していた。船長は中国から Cork向け航海中、操舵装置の故
障を報告した。同号は、緊急曳航船舶 (ETV: Emergency Towing 
Vessel)Far Sky により、Falmouth湾内の避難場所にエスコートされ
た。船長は、天候状況が許せば、抜錨し、Cork への航行を行う旨
の意思を表明した。SOSREPは、同号は英国海上保安庁(MCA: the 
Maritime and Coastguard Agency)が任命した検査官が検査を行い、航
行可能と判断するまでは、Falmouth 付近の安全な錨地から移動し
ないよう指示を発した。  

13 00.11.27 Erimo 漁船  座礁  Fleetwood 
dock 

すべての油・積荷の移送、現位置からの移動、サルバーとの契約締
結、これらに関する意図を SOSREPに通報することを指示。  
Erimo号(368トン、英国船籍、スペイン人所有)は、右舷側を座礁、
Fleetwoodドック入口部を閉塞した。同号は、26トンのディーゼル
油と 80トンの漁獲物を積荷として積載していた。SOSREPは、同
号船主に対し、すべての油と積荷を降ろし、同号を座礁位置から移
動させ、サルベージ作業のための適当な契約を締結するよう指示を
発した。船舶所有者は、船体解体のために、適当な会社との契約を
立案した。  



 6 

14 00.12.14 Lagik 一般貨物船 座礁  Nene川  
(Sutton 
Bridge) 

船舶所有者に対し油・積荷の移送及び現位置からの移動を指示。  
Lagik 号 (アンティグーアバアブーダ船籍、 1,721 トン )は、
Lincolnshire の Sutton Bridgeに所在する  Nene川を横切る形で座礁
した。 同号は 27,000リットルの燃料油(gas oil）、1,600リットルの
潤滑油、400リットルの制御油、及び、積荷として 2,300トンの鋼
材を積載していた。同号の船体は著しく損傷し、大量の汚染物質を
川に流出した。英国海上保安庁は航空機による調査を行い、川面に
数マイルにわたる油膜を認めた。SOSREPは、船舶所有者に対し、
船体から油及び積荷を移送し、座礁位置から同号を移動させるよう
指示を発した。船舶所有者は商業的サルバーに対し対価を支払う余
裕がないことを理由に、結果的にこれらの措置を執ることを拒否し
た。港湾当局、港湾の保険者、英国海上保安庁(英国利益代表)は、
パートナーを組み、船体を解体し、除去するために商業的サルバー
と契約した。サルベージ及び移動作業は、2001年 2月に終了した。 

15 01.3.6 Anja タンカー  機関故障   緊急曳航船舶 (Far Sky)が曳索を渡した時点において即応待機を指
示。  
Anja 号は、88,000 トンの原油を積載して航行中、機関故障を起こ
した。気象状況は南東に変わりつつある強風が東から吹き、同号を
風下側の陸岸の 3マイルの位置まで押しやっていた。同号は環境敏
感水域にあり、船体が損傷した場合、船体からの排出により英国水
域内に重大な汚染を発生させる危険が存在していた。SOSREPは、
英国海上保安庁の緊急曳航船舶 FAR SKYに対し、同号に対し曳索
を渡した時点で、事故に備えるよう待機指示を発した。  

16 01.3.13 Saphire バラ積船  
 
 
 
 
 
 
 

舵取機故障  修理完了までの間、緊急曳航船舶 (Far Sky)の即応待機を指示。  
Saphire号は 18,000トンの積荷として砂糖を積載し、20トンの重質
燃料油及び 8トンのディーゼル油を積載して航行中、航行不能とな
る技術的な問題が発生した。SOSREPは、緊急曳航船舶 Far Skyに
対し、修理完了までの間、事故に備えるよう待機指示を発した。  
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17 01.3.3 Manna バラ積船  機関故障  Ravenspur
m Northガ
ス プ ラ ッ
ト フ ォ ー
ム付近  
(East 
Yorkshire 
coast沖合) 

リスクを惹起しないよう、船舶所有者に対し安全水域までの曳航及
び現位置からの移動契約の同意を指示。  
Manna号(マルタ船籍)は、故障のため Ravenspurm Northのガスプラ
ットフォームの上流約 7ケーブルの位置に錨泊していた。SOSREP
は、船長及び船舶所有者に対し、リスクをこれ以上生じさせないよ
う、同号を安全な水域へ曳航し、現位置から船体を移動させる契約
に同意するよう指示を発した。  

18 01.4.23 Gudermes タンカー  衝突  ド ー バ ー
海峡  

英国海上保安庁と同意した航行計画に従い船舶を進行させる指示。 
Gudermes 号は、ドーバー海峡において漁船と衝突し、船体側壁に
積荷タンクを貫通する 11メートル×1.3メートルの破孔を生じ、こ
れにより海上に大量の燃料油が流失した。SOSREPは、同号が英国
海上保安庁の検査官が同意した航行計画に従い航行するよう指示
を発した。  

19 01.5.7 Lysfoss パレット運搬
船  

座礁  Sound of 
Mull on the 
Morven 
peninsula 

サルベージ計画の作成及び積荷汚染物質の安全な除去を指示。  
Lysfoss号(ノルウェー船籍、4,471トン、貨物船)は、Morven半島の
Sound of Mull地方北部に座礁した。同号は、木材、紙及びケミカ
ルコンテナを輸送していた。燃料油として、30 トンのディーゼル
油と 140トンの中間生成燃料油を積載していた。SOSREPは、事故
の後、一定の条件に従うサルベージ及び通航計画に公式に同意し、
同号のサルベージ及び船上の汚染物質の安全な除去を目的とする
計画を作成するよう指示を発した。  

20 01.7.1 Maureen Alfa プラットフォ
ーム  
 
 
 
 
 
 
 

(適格な曳
航作業 ) 

北海  臨時除外海域 (1,000m)の設定。  
Maureen Alfa 及びこれに接続するローディングカラムはノルウェ
ーの Stordに曳航されていた。構造物の浮上は多くの船舶と接近し、
正確な調整を要し、困難な作業であることから、その周囲 1キロメ
ートルの臨時除外水域が設定された。作業に関係しない船舶がこれ
らに接近することは、作業を危険にさらし、環境に悪い影響を及ぼ
す可能性があった。  
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21 01.9.18 St Mawes 曳船  拘束命令違
反  

Torbay湾  湾内錨泊地への速やかな移動を指示。  
St Mawes 号は廃漁船 Dawn Monarch号を曳航し、英国海上保安庁に
より発せられた拘束命令に違反し、Exmouth から航行していた。
SOSREP は、St Mawes 号の船長及び船舶所有者に対し、Torbay 湾
内に直ちに錨泊するよう指示を発し、同号は MRSC Brixhamに錨
泊時間、位置を通報することになっていた。その後、同号は、通航
条件が特定され、また、指示が解除されるまで、係船場所から移動
しないよう指示された。  

22 01.10.1 Bilboa バラ積船  爆発  Margate 
road 

船体安定及び船体・積荷救助計画並びに汚染防止・最小化・監視計
画の SOSREPへの通報を指示。  
Bilboa号(アンティグア船籍、バラ積み貨物船)は、スウェーデンか
らスペイン向け、3,200 トンの ferosilican を積載して航行中、爆発
事故を起こし、ハッチカバーを 62.4 メートル×11 メートルにわた
り吹き飛ばした。その後、同号は Margate Roadに錨泊した。SOSREP
は、同号の安定計画、船体及び貨物のサルベージ計画、汚染防止・
最小化・監視計画を含む意図を通報するよう指示を発した。  

23 01.10.9 Dutch  Aqua 
Marine & Ash 

ケミカルタン
カー及び一般
貨物船  

衝突・沈没 Hastings 沖
9マイル  

臨時除外海域(沈没位置周囲 500m)の設定。  
ケミカルタンカーDutch Aqua Marine号は酢酸を積載して航行中、
Hastings 沖合において Ash 号(鋼コイル積載)と衝突した。Dutch 
Aqua Marine号は、小規模の損害を生じたのみであったが、Ash号
は直後に沈没した。SOSREPは、事故の場所の周囲に半径 500メー
トルの臨時除外水域を設定した。  

24 02.1.1 Willy タンカー  
 
 
 
 
 
 
 
 

座礁  Plymouth 
Sound 
(Cawsand 
Bay) 

サルベージ計画及び積荷の汚染物質の安全な除去計画を SOSREP
に通報することを指示。  
Willy号は、Plymouth Soundの Cawsand湾において走錨した後、岩
場に座礁した。同号は空荷状態であったが、石油蒸気によるリスク
を惹起し、船体は著しく損傷した。SOSREPは、船体のサルベージ、
積載汚染物質の除去についての計画を通報し、一定の条件に従うサ
ルベージ及び航行計画に公式に同意するよう指示を発した。  
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25 02.2.2 Kodima 一般貨物船 荷崩れ、機
関故障、座
礁  

Whitsand 
Bay 

サルバーに対し条件に従うサルベージ及び航行計画同意を指示並
びに臨時除外水域(1,000m)の設定。  
Kodima号(マルタ船籍)は、荒天下において、積荷の木材を移送中、
右舷に傾斜し、困難な状況に陥った。その後、同号は航行能力を失
い、Cornish 沿岸方向に漂流し、Whitsand 湾の砂場に座礁した。
SOSREPは、同号のサルバーに対し、一定の条件に従うサルベージ
及び航行計画に公式に同意するよう指示を発した。また、SOSREP
は、汚染を防止・軽減し、同号の周辺 1,000メートルをカバーする
人又は財産に対する重大な損害のリスク軽減するために、臨時除外
水域を設定した。  

26 02.2.18 Seaport Alpha 曳船(曳航中 ) 機関故障  Mull of 
Galloway 
(Crammag 
Head 西 1
マイル ) 

曳船確保及び安全水域への曳航の同意を指示。  
曳船 Seaport Alpha号は無人の被曳船を曳航中、Crammag Headの西
方 1マイル、Mull of Galloway南側で機関故障を起こした。天候は
悪化し、同号及び被曳船は風下側の海岸に座礁するリスクがあり、
これにより英国水域内に重大な汚染を生じる可能性が生じた。
SOSREPは適当な曳船を確保し、安全な場所への曳航を受け入れる
よう指示を発した。  

27 02.9.17 Pacific Pintail 核燃料運搬船  操縦性能制
限  

Barrow-in-
Furness 

船舶、人民及び環境に対する危険性を最小化するため、周囲 200m
について臨時除外水域を設定。  

28 02.12.22 Dunany バージ船  舵取機故障 St Ives Bay 緊急曳航船舶 (Far Turbot)からの曳索の確保及び安全水域への曳航
の同意を指示。  
Dunany号(1,800トン)はプロペラに絡索し、推進器障害を起こし、
航行困難となり、速力が 4 ノットに制限された。同号は、40 トン
のディーゼル油及び石材を積載していた。南西の風が吹き、風力は
6-7であった。同号は、ダイバーの潜水作業を待つため、St Ives 湾
で錨泊することを要求した。しかしながら、英国海上保安庁は、同
号に対し、3マイル沖合で待機するよう指示した。SOSREPは、船
長に対し、緊急曳航船舶 Far Turbotから曳索を確保し、安全な場所
への曳航を受け入れるよう指示を発した。  

29 02.12.28 Nisha バージ船  ﾃﾛの危険  Southend 船舶の拘束を指示。  
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30 03.1.15 EST 一般貨物船 セキュリテ
ィ・火災  

Cromarty 
Forth 
entrance 

警察当局が航海士と協議する間、臨時除外水域を設定。  

31 03.3.22 Mulheim バラ積船  座礁  Lands end 初期サルベージオペレーション実施中、臨時除外水域の設定。  
サルバーに対し作業中止を取消し、サルベージ計画提出を指示
(SCOPICの船舶所有者の作業終了条項に基づく 5日間通知後)。  
船舶所有者に対するサルベージ計画提出指示。  

32 04.2.9 Alteluud RORO船  舵取機故障 Flamborou
gh Head 

安全水域への錨泊及び契約曳船を待つことについて指示。  

33 04.10.25 NYK Argus コンテナ船  火災  Southampto
n 

英国海上保安庁の同意及び船内に CO2 を充填するまで火災損傷区
画への立入禁止を指示。  

34 04.11.19 Fione 一般貨物船 座礁  Margate 
 

緊急曳航船舶(Monarch Sovereign)からの曳索の確保及び安全水域
への曳航の同意を指示。  

35 05.1.10 Great Moon バラ積船  機関故障  Flamborou
gh Head 

修理のための安全水域への錨泊を指示。  

36 05.1.14 Annie Hellina 漁船  機関故障  Shetland 緊急曳航船舶 (Anglian Sovereign)からの曳索の確保及び安全水域へ
の曳航の同意を指示。  

37 05.1.28 Norrvick コンテナ船  コンテナ流
出  

Northsea Yarmouth 港長に対しガスプラットフォーム及び水中パイプライン
付近のコンテナ回収を指示。  

38 05.2.17 Amata 冷凍魚運搬船  機関故障   曳船支援の確保を要請。  
39 05.7.27 遠隔照明弾作業    Shetland 臨時除外水域 (500m)の設定。  
40 05.10.5 Torksey バージ船  座礁  Southwold 座礁位置周囲に臨時除外水域(500m)設定。  
41 05.10.12 Southend Pier  火災  Southend 火災発生埠頭周囲に臨時除外水域 (500m)設定。  
42 05.10.14 Tornado Aircraft 

(低空侵攻爆撃機) 
 航空機不時

着  
Firth of 
Forth 

臨時除外水域 (1,000m)の設定。  

43 06.1.24 Green Hill 漁船  沈没  Irish Sea 沈没船周囲に臨時除外水域 (100m)の設定。  
44 06.2.4 Saruna バラ積船  機関故障、

座礁  
Falmouth Falmouth港長指定錨地への航行を指示  
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ごく普通のことである。政府の介入は、沿海の利害関係者に汚染に対

するしかるべき保証がなされない限り、またはそれがなされるまでは、

遭難船、その乗組員、救助者の曳船、乗組員及び救助技術者を拘束す

る形を取ることができる。そのような保証が提供されないと、その関

係官庁は、そのおそれを未然に防ぐのに必要な限りで、作業の継続を

請負人に強制すると思われる」４旨記述している。 
本件 Mulheim 号事案対応の場合には、船舶所有者は SCOPIC 条項 9
条(ii)項に基づき、5日間以上前に予告(notice)を行い SCOPIC 支払義務
の終了を行い、これに対し、SOSREPは同条(iii)項に基づき請負人たる
サルバーに対し、作業中止を取消し、サルベージ計画の提出を求めた

ものと推察する。 
第 2節 SOSREP制度に対する評価 

SOSREPシステムに対する評価を記述する。以下のように、万国海法会、
国際サルベージ組合、欧州連合ともに、SOSREPシステムに対しては、肯
定的な評価を行っている。この点について、SOSREP(Mr. Robin Middleton)
に確認したところでは、海上災害事案において、指示を発する等の介入措

置を行う際、その相手方においては、当該措置を致し方なく思う場合はあ

るものの、一般的に SOSREP 制度に対する否定的な批判は見受けられな
い旨の回答を得ている。総体的に SOSREP システムが各界に受け入れら
れ、前節で記述した SOSREP 対応事例が適切に機能し、評価されている
ことが伺える。 

(1) 万国海法会(CMI: Comite Maritime International)会員による評価 
Mr. Richard Shaw (M. A. Oxon, Senior Research Fellow, University of 

Southampton Institute of Maritime Law, Titulary Member of CMI)は、
“Designation of Places of Refuge and Mechanism of Decision Making“と題
する論文の中で SOSREPに関し、概要、次の評価を行っている５。 

1996年に発生したタンカーSea Empress号事故対応では、関係政府
機関がそれぞれの観点から事故に関与し、職員を船舶上に派遣したこ

とにより、サルベージ活動に混乱が生じた。これを踏まえ、英国政府

はドナルドソン卿に同事故の検証を委託し、1998 年に「サルベージ
及び介入並びにコマンド&コントールに関する報告書」が公表され、
公益を代表し、十分な経験と知識を有する 1名の SOSREP(Secretary of 
State’s Representative)を設定し、1995年英国商船法(1995 the Merchant 
Shipping Act)に規定する閣僚権限を行使することを勧告した。就任以
来、SOSREPは事故と事故の合間においては平穏な時を利用し、事故
マネージメント、汚染コントロールの分野における主要なプロフェッ
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ショナルサルバーを含む多くの関係者との間で良好な信頼関係を構

築してきた。SOSREP創設以来、このシステムは良好に機能している
とするのが関係者の間の共通した認識と考える。 

(2) 国際サルベージ組合における評価 
国際サルベージ組合(ISU: International Salvage Union)はそのホームペ
ージの中で、SOSREPに関し、概要、次の評価を行っている。 
英国においてのみ、閣僚権限を代行する SOSREPシステムを創設・
運用している。SOSREPは、海上災害事案発生の際、事故船舶を避難
場所(safe heven(または place of refuge、筆者注))に入域させるか否かに
ついて判断する権限を有している。SOSREPは地方の利益以上に国家
の利益を考慮したうえでその判断を行い、政治的な干渉を受けること

はない。また、閣僚は、サルベージオペレーションが進行している間

は、干渉してはならない。この SOSREP 制度は、意思決定に関わる
者を事故のマネージメントの複雑性、困難性に対し深く理解・認識し

ているサルベージマスターと SOSREPの 2名に限定するものであり、
効率的である。 

(3) 欧州連合における評価 
2002 年 11 月 19 日、スペイン北西部ガルシア地方沖で発生したタン
カーPRESTIGE号事故を受け、欧州連合の機関の一つである欧州議会は
2003 年 11 月から 2004 年 4 月までの間、海上安全問題に関する特別委
員会(Temporary Committee on Improving Safety at Sea)を開催した。2004
年 2月 18日の第 3回委員会において、今後の欧州連合加盟国における
事故船舶の避難場所(Place of Refuge)への収容方策等を検討するため、
SOSREPから閣僚権限代行措置のあり方等について意見を聴取した。こ
の事故船舶の避難場所に関する欧州連合における対応は、「共同体にお

ける船舶通航監視及び情報システムに関する欧州議会・閣僚理事会指

令」(Directive 2002/59/EC of European Parliament and the Council)６におい
て、各加盟国は事故船舶の避難場所への収容計画を策定することが規定

され７、事故船舶の入域の是非に関する意思決定を行うに際しては英国

の SOSREP制度を参考とするよう、求めている。 
 
第 6章 わが国における海上災害事案に係る公法的措置  
これまでは、英国 SOSREPシステムについて、その創設の契機となった

Sea Empress号事故及びドナルドソン卿報告書、英国におけるサルベージ活
動における介入措置の法的根拠としての 1995年英国商船法並びに 1999年
汚染防止管理法及び 2002年沖合施設規則(緊急コントロール)、これら法的
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根拠に基づき SOSREP 介入措置の具体的に表した英国国家緊急時計画、
SOSREP のこれまでの活動事例及びその評価について記述を行った。本章
では、次章においてわが国と英国との間での海上災害事案に対する介入権

限としての公法的措置との比較検討の素材とするため、SOSREP が代行す
る閣僚権限に係る要件等を確認した上で、わが国において執られる海上災

害事案に対する国家介入措置等の概要を紹介することとする。  
第 1節 SOSREPが代行する閣僚権限行使に係る要件等 

(1) 既述したように、SOSREP は海上災害事案発生の際に行われるサル
ベージオペレーションに対し、必要とされる場合に次のような介入措

置を執ることとなっている。 
① 事故発生時における政府の役割を、船舶所有者、船長等により専門

のサルベージ業者が手配されることを確認し、その状況を監視し、直

接作業を行うことではないことを原則としつつも、大規模な汚染のお

それがあり、サルベージオペレーションの実施に問題があると判断し

た場合には政府が介入し、指示を発し、または直接措置を執ることを

可能とするものである。 
② 1967年に発生した Torrey Canyon号事故を踏まえ、公海上において
発生した海上災害事案に際し、沿岸国が事故船舶に対し介入権限を行

使するものである。 
③ 海上災害事案へのサルベージオペレーションにおいて、臨時除外水

域を設定し、他の船舶の進入等の防止措置を図るものである。 
(2) これら措置は、英国海上保安庁海上運用部長及びコーストガード局
長の下で実施される海上Clean-upオペレーションとは一線を画してい
る。この点について、英国におけるサルベージオペレーションにおけ

る介入措置の法的根拠としての 1995年英国商船法並びに 1999年汚染
防止管理法及び 2002年沖合施設規則(緊急コントロール)の関係規定に
おいては、SOSREP が代行する閣僚権限行使に係る要件として、次の
ように規定し、特徴づけている。 
① 「事故の危険性の除去または軽減(remove or reduce the risk)」(1995
年英国商船法(the Marine Safety Act 2003による改正)附則 3Aパラグラ
フ 1(1)(c)、パラグラフ 2(1)(c)) 
② 「船舶または他の船舶の安全を確保 (securing the safety of the ship or 

of other ships) 」(1995年英国商船法(the Marine Safety Act 2003による改
正) 附則 3Aパラグラフ 3(1)(a)) 
③ 「人命または財産の安全を確保(securing the safety of persons or 

property)」(1995年英国商船法(the Marine Safety Act 2003による改正) 
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附則 3Aパラグラフ 3(1)(b)) 
④ 「汚染を防止または軽減(preventing or reducing pollution)」(1995年英
国商船法(the Marine Safety Act 2003による改正) 附則 3Aパラグラフ
3(1)(c)) 
⑤ 「人命もしくは財産に対する重大な損害もしくは汚染を防止し、ま

たはリスクを軽減(preventing significant damage to persons or property, or 
pollution or reducing such risk) 」 (1995年英国商船法(the Marine Safety 
Act 2003による改正)セクション 100A、100B) 
⑥ 「汚染もしくは汚染のリスクを防止し、または、軽減(preventing or 

reducing pollution, or the risk of pollution)」(2002年沖合施設規則(緊急コ
ントロール)パラグラフ 3(2)) 
これら特徴及び要件を踏まえ、次節以下においては、SOSREPが代行す
る閣僚権限に該当すると思料されるわが国における海上災害事案に対す

る介入権限としての公法的措置を記述する。 
第 2節 海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律に規定する介入措置 
海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律(以下、単に「海防法」と
いう)には、大量の特定油が排出された場合の防除措置等、有害液体物質・
廃棄物等が排出された場合の防除措置、特定油による著しい汚染の防除の

ための財産の処分について規定し、また、一定の場合には措置を執った場

合の費用負担のあり方についても規定している。 
ここで、海防法において用いられる「防除」の用語については、その第

39条において、「排出された特定油の広がり及び引き続く特定油の排出の
防止並びに排出された特定油の除去」を「排出特定油の防除」ということ

としており、英国におけるサルベージオペレーションと Clean-up オペレ
ーションの双方の活動を含むものと考えられる。一方、SOSREPが代行す
る閣僚権限行使には既述のとおり、Clean-upオペレーションは含まないこ
ととしている。このため、本稿においては、英国システムとの比較のため

にわが国における海上災害事案に係る介入措置を取り上げる際には、「排

出特定油の防除」に係る規定を既述する場合にあっても、観念上、「排出

された特定油の除去」(Clean-upオペレーション)は含まないこととする８。 
(1) 大量の特定油が排出された場合の防除措置命令 
① 内容(海防法第 39条第 3項) 
海防法第 39条第 2項の規定により、大量の特定油の排出があった
ときは、最終防除措置義務者たる船舶所有者、施設の設置者または原

因行為者の使用者は、直ちに排出特定油の防除のため必要な措置を講

じなければならないこととなっているが、これらの者が必要な措置を
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講じていないと認められるときは、海上保安庁長官は、これらの者に

対し、同項の規定により講ずべき措置を講じるよう命ずることができ

る９。 
② 権限委任(海防法施行規則第 41条第 7項、第 9項) 
防除措置命令に関する海上保安庁長官の権限は、管区海上保安本部

長、海上保安監部、海上保安部、海上保安航空基地、海上保安署の長

も行うことができる。 
③ 担保措置(海防法第 55条第 1項第 10号、第 59条) 
防除措置命令違反には罰則規定(1,000 万円以下の罰金)が置かれて
いる。また、両罰規定が置かれている。 
④ 費用負担(海防法第 39条第 2項) 
大量の特定油が排出された場合は、それが積載されていた船舶の船

舶所有者、管理されていた施設の設置者等が自己の費用において防除

措置を講じる(タンカー油濁損害については、船舶油濁損害賠償保障
法による)。 

(2) 防除措置実施海域からの他船の退去命令等 
① 内容(海防法第 39条の 2) 
大量の特定油の排出があった場合には、迅速的確な防除措置が講じ

られる必要があるが、当該排出油の拡散を防ぐためのオイルフェンス

の展張、油回収船、油吸着材等による排出油の除去、油を排出してい

る船舶からの油の移替え等の防除措置を講じている現場の海域に、関

係のない船舶が出入りすることは、これらの防除措置の円滑な実施を

妨げることとなるので、海上保安庁長官はこれらの船舶に対して現場

の海域から退去させ、現場海域への進入を中止させ、または航行を制

限できる１０。 
② 権限委任(海防法施行規則第 41条第 7項、第 9項) 
防除措置実施海域からの他船の退去命令等に関する海上保安庁長

官の権限は、管区海上保安本部長、海上保安監部、海上保安部、海上

保安航空基地、海上保安署の長も行うことができる。 
③ 担保措置(海防法第 57条第 9号、第 59条) 
退去命令等違反には罰則規定(50 万円以下の罰金)が置かれている。
また、両罰規定が置かれている。 
④ 費用負担 
防除措置実施海域からの他船の退去命令等に関する海上保安庁長

官権限については費用負担・損失補償に関する規定は置かれていない
１１。 
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 (3) 油、有害液体物質、廃棄物等が排出された場合の防除措置命令 
① 内容(海防法第 40条) 
特定油以外の油、有害液体物質、廃棄物等の排出があった場合に、

当該排出された物質により海洋が汚染され、当該物質が海洋環境の保

全に著しい障害を及ぼし、または及ぼすおそれがあり、緊急にこの汚

染を防止する必要があると認められる場合においては、海上保安庁長

官は、当該汚染の原因となった物質を排出したと認められる者に対し、

当該物質の除去その他当該汚染の防止のために必要な措置を講ずべ

きことを命ずることができる１２。 
② 権限委任(海防法施行規則第 41条第 7項、第 9項) 
油、有害液体物質、廃棄物等が排出された場合の防除措置命令に関

する海上保安庁長官の権限は、管区海上保安本部長、海上保安監部、

海上保安部、海上保安航空基地、海上保安署の長も行うことができる。 
③ 担保措置(海防法第 55条第 1項第 10号、第 59条) 
防除措置命令違反には罰則規定(1,000 万円以下の罰金)が置かれて
いる。また、両罰規定が置かれている。 
④ 費用負担(海防法第 41条) 
油、有害液体物質、廃棄物等が排出された場合は、それが積載され

ていた船舶の船舶所有者、管理されていた施設の設置者等が自己の費

用において防除措置を講じる。 
 (4) 特定油による著しい汚染の防除のための財産の処分 
① 内容(海防法第 42条) 
著しく大量の特定油の排出による海洋の汚染が我が国沿岸海域に

著しい障害を及ぼし、またはそのおそれがある場合に、緊急にその障

害を防止するためには、排出特定油の防除措置のために財産の処分と

いう国民または外国の権利利益に重大な影響を及ぼす措置であった

としても、公海を含む沿岸海域において講ぜざるを得ない場合があり、

これを確保する必要がある。このため、海上保安庁長官が排出特定油

の防除の措置を講ずるためやむを得ない限度において、船舶の破壊等

の財産の処分を行うことができる１３。これは、公海措置条約(油によ
る汚染を伴う事故の場合における公海上の措置に関する国際条約)に
対応する措置である。 
② 権限委任 
本規定に基づく海上保安庁長官の権限について、委任規定は置かれ

ていない。 
③ 担保措置 
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本規定に基づく海上保安庁長官の権限は、行政上の即時強制に該当

するものであり、罰則等の担保措置にはなじまない。 
④ 費用負担 
本規定に基づく海上保安庁長官の権限においては、財産処分を目的

達成のための必要最小限のものに限定しており、本規定に基づく適法

な財産処分により与えられた損害(第三者の損害を含む。)については
損失補償は行われないが、この規定に違反してやむを得ない限度を超

えて財産処分が行われた場合には、違法な公権力の行使として、国家

賠償法第 1条に基づき、国はやむを得ない限度を超えて行われた処分
行為に基づく損害について補償する責任を負う１４１５。 

(5) 独立行政法人海上災害防止センターに対する指示 
① 内容(海防法第 42条の 26第 1項) 
緊急に排出特定油の防除措置を講ずる必要がある場合において、海

防法第 39条第 3項の防除措置義務者がその措置を講じていないと認
められるとき、または同項の規定により措置を講ずべきことを命ずる

いとまがないと認められるときは、独立行政法人海上災害防止センタ

ー(以下、単に「センター」という)に、海防法第 39 条第 3 項に規定
する措置のうち、必要な措置を行わせる。この指示は、海上保安庁長

官が、法律上の義務の履行強制手段である行政代執行事務を行う場合

に、当該代執行の事務の一部を構成する、措置の実施という行為をセ

ンターに代行させるものであり、海上保安庁長官の代執行事務の部分

的代行の性格を有する１６。 
② 権限委任(海防法施行規則第 41条第 7項、第 9項) 
センターに対する指示に関する海上保安庁長官の権限は、管区海上

保安本部長、海上保安監部、海上保安部、海上保安航空基地、海上保

安署の長も行うことができる。 
③ 費用負担(海防法第 42条の 27第 1項) 
センターは、海防法第 42条の 26第 1項の規定により海上保安庁長
官が指示した措置を講じたときは、当該措置に要した費用のうち、一

定のものについて、海上保安庁長官の承認を受けて、当該措置に係る

排出特定油が積載されていた船舶の船舶所有者等に負担させること

ができる１７。 
第 3節 海上保安庁法に規定する介入措置 

 (1) 海上保安庁の防除措置 
① 内容(海上保安庁法第 2条) 
排出された油、有害液体物質、廃棄物その他の物が積載されていた
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船舶の船長及び船舶所有者、これらの物が管理されていた施設の設置

者等は、海防法第 39条第 1項から第 3項まで及び第 40条の規定によ
り、自己の費用において防除措置を講ずるべき義務を負っている。海

上保安庁は、海防法第 39条及び第 40条の規定により措置を講ずべき
者がその措置を講ぜず、または、これらの者が講ずる措置のみによっ

ては海洋の汚染を防止することが困難であると認められる場合にお

いて、具体的な被害の発生を防止するため緊急にこれらの物質の除去

のための措置を講ずる必要により自ら防除措置を講ずる１８。 
これは、海上保安庁法第 2条中の「海洋の汚染の防止」を任務とし
て、「海洋の汚染の防止」という目的のために国民の権利を侵害する

ことなくまたは義務を課すことなく実施する所要の措置として、海上

保安庁自ら防除措置を講ずるものである１９。 
② 費用負担(海防法第 41条) 
右①の海上保安庁自らが行う防除措置は、防除措置義務者が十分防

除措置を講ずれば、本来必要のないものである。このため、海上保安

庁長官は、自ら講じた措置に要した費用のうち一定の範囲のものにつ

いて、排出された油、有害液体物質、廃棄物その他の物が積載されて

いた船舶の船舶所有者またはこれらの物が管理されていた施設の設

置者に負担させることができる２０。 
 (2) 海上保安官のする強制的処分 
① 内容 
海上保安庁法第 18条においては、「海上保安官のする強制的処分」
として即時強制に係る規定を置いている。これは、海上保安官が海上

の安全と治安の維持のためその職務を遂行するにあたって必要な強

制権(船舶の進行を停止させる等)について規定するものである。 
海上災害事案に対する介入権限については、第 18条第 1項に規定
する強制的処分がこれに該当するものと思われる。 
すなわち、第 18条第 1項は権限行使の要件として、「天災事変、海
難、工作物の損壊、危険物の爆発等危険な事態がある場合」であって

「人の生命若しくは身体に危険が及ぶ場合、または、財産に重大な損

害が及ぶおそれがある場合」かつ「急を要する場合」を規定し、この

要件に合致する場合には、第 18条第 1項各号に掲げる措置をとるこ
とができる。これらの措置は次の通りである。 
a) 船舶の進行を開始させ、停止させ、またはその出発を差し止め
ること。 

b) 航路を変更させ、または船舶を指定する場所に移動させること。 
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c) 乗組員、旅客その他船内にある者を下船させ、またはその下船
を制限し、若しくは禁止すること。 

d) 積荷を陸揚げさせ、またはその陸揚げを制限し、若しくは禁止
すること。 

e) 他船または陸地との交通を制限し、または禁止すること。 
② 権限委任 
海上保安庁法第 18条に規定する権限行使の主体は「海上保安官」
となっているため、権限委任について論じる必要性はない。 
③ 担保措置 
本規定に基づく海上保安官の権限は、行政上の即時強制に該当する

ものであり、罰則等の担保措置にはなじまない。 
④ 費用負担 
本規定に基づく海上保安庁官の権限においては、強制処分を目的達

成のための必要最小限のものに限定しており、本規定に基づく適法な

処分により与えられた損害(第三者の損害を含む。)については損失補
償は行われないが、この規定に違反してやむを得ない限度を超えて財

産処分が行われた場合には、違法な公権力の行使として、国家賠償法

第 1条に基づき、国はやむを得ない限度を超えて行われた処分行為に
基づく損害について補償する責任を負うことになろう２１。 

第 4節 災害対策基本法に規定する介入措置 
(1) 応急公用負担 
① 内容(災害対策基本法第 64条第 1項) 
本法の対象となるのは大規模海上災害事案２２であろうが、市町村

長は、当該市町村の地域に係る災害が発生し、またはまさに発生しよ

うとしている場合において、応急措置を実施するため緊急の必要があ

ると認める場合、当該市町村区域内の他人の土地、建物その他の工作

物を一時使用し、または土石、竹木その他の物件を使用し、若しくは

収用することができる。 
② 権限委任(災害対策基本法第 64条第 7項、第 63条 2項) 
応急公用負担に係る市町村長の権限は、海上保安官(または警察官)
も行うことができる。 
③ 費用負担(災害対策基本法第 82条第 1項) 
国または地方公共団体は、応急公用負担に係る処分が行われた場合

には、当該処分により通常生ずべき損失を補償する。 
 

第 7章 考察 



 20 

第 1節 海上災害事案に対する英国とわが国の国家介入権限の比較 
前章において、海上災害事案に対するわが国の国家介入権限に係る公法

的措置を記述したが、ここでは、わが国と英国間の措置の比較検討を行う

こととする。この比較は、1995 年英国商船法に規定する国家介入権限を
基本軸に据え、大枠であっても、これらに対応すると思料されるわが国の

措置を整理し、その関係を表形式で表すことを試みる。 
第 2節 筆者所見 
英国における海上災害事案発生時の SOSREP による閣僚権限代行措置
及びこれに対応するわが国の措置について概説した。これまで述べたよう

に、1996年に発生した Sea Empress号事故を検証したドナルドソン卿によ
る報告書の勧告等を受け、英国政府は SOSREP を任命し、爾後、英国に
おける重大な汚染が発生、または、その脅威が認められる場合には、

SOSREPが閣僚たる運輸大臣または貿易産業大臣に代わり、船舶または沖
合施設に関連するサルベージオペレーションに対する 介入権限を行使す
る体制が図られたものである。ここでは、SOSREPシステムに関するこれ
までの記述を踏まえ、わが国の海上災害事案対応体制を含め、筆者の所見

を述べることとしたい。 
(1) わが国の場合、大枠ではあるが、SOSREP の権限行使に該当するも
のとして、海洋汚染防止法に基づく海上災害事案に対する政府介入権

限については、大量の特定油が排出された場合にあっては第 39条第 3
項で、有害液体物質、廃棄物等が排出された場合にあっては第 40条で、
海上保安庁長官から原因者に対し防除措置命令を発することができる

旨規定されている。また、特定油による著しい汚染の防除を目的とす

る海上保安庁長官による船舶の破壊等の財産の処分については、第 42
条に規定されている。また、海上保安庁法第 18条等も必要な場合に権
限行使、措置の根拠規定となりうるものである。これらを含む規定に

よる権限行使は、権限行使を行う者の職位の違いこそあれ、1995年英
国商船法、2002 年沖合施設規則(緊急汚染コントロール)に基づく閣僚
の介入権限に相当するものであり、権限行使に係る枠組みとしては、

ほぼ同様の法制度を有しているものと思料される。 
(2) 英国とわが国の大きな相違点は、その権限行使の主体にある。海上
災害事案発生時には、そのサルベージ対応については、サルベージ責

任者が実施する措置の是非の判断、これが有効に機能していない場合

の介入権限発動のタイミング、そして、その内容について、専門的見

地から常に迅速・的確な判断を要するものである。この権限行使主体

について、本稿で述べた 1996年の Sea Empress 号事故そして本事故を 
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英国及びわが国の介入権限の比較対応 
 英国の国家介入権限  わが国の国家介入権限  

〔海防法第 39条第 3項関連〕  根拠  〔英国商船法附則 3Aパラグラフ 1関連〕  
〔海防法第 40条関連〕  
大量の特定油が排出された場合であって防除措置義務者が措置
を講じていない場合  

要件  船舶事故が発生し、安全に対する危険または有害物質による汚
染の危険性を惹起し、危険性を除去または軽減する必要性があ
る場合  排出された有害液体物質、廃棄物等(特定油を除く)により海洋が

汚染され、海洋環境の保全に著しい障害を及ぼし、または及ぼ
すおそれがあり、緊急に汚染を防止する必要性がある場合  

権限行使主体  規定上は閣僚権限であるが SOSREPが代行  海上保安庁長官(管区海上保安本部長等に権限委任) 

① 船舶所有者  
② 施設の設置者 
③ 排出原因行為者の使用者  

権限行使客体  ① 船舶所有者  
② 船舶占有者  
③ 船長  
④ パイロット  
⑤ サルバー  
⑥ 港湾当局、港長  

排出原因者 

① 排出された特定油の広がり防止  
② 引き続く特定油の排出の防止  
③ 排出された特定油の除去  

措置内容  
(指示) 

① 船舶等の移動、または移動しないこと  
② 船舶等の特定場所への、もしくは特定場所からの移動、ま
たは移動しないこと。  
③ 船舶等の特定航路上の移動、または移動しないこと  
③ 積荷の荷下ろし若しくは排出、またはその制限  
④ サルベージオペレーションの実施、またはその制限  
⑤ 乗船者の下船、または乗船  

① 有害液体物質等の除去  
② 汚染防止のための必要な措置  
 

担保措置  罰則  罰則  

費用負担  船舶所有者 
 

① 船舶所有者  
② 施設の設置者  

根拠  〔英国商船法附則 3Aパラグラフ 2関連〕  〔災害対策基本法第 64条関連〕 
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要件  船舶事故が発生し、安全に対する危険または有害物質による汚
染の危険性を惹起し、危険性を除去または軽減する必要性があ
る場合  

大規模海上災害事案が発生し、またはまさに発生しようとして
いる場合において、応急措置を実施するため緊急の必要がある
と認める場合  

権限行使主体  規定上は閣僚権限であるが SOSREPが代行  災害発生地域の市町村長(海上保安官等に権限委任) 
権限行使客体  土地・建物の責任者   
措置内容  
 

(指示) 
① 土地・建物への立ち入り許可  
② 作業または貨物の陸揚げ等のための施設の利用  

(使用・収用) 
① 他人の土地、建物その他の工作物の一時使用  
② 土石、竹木その他の物件の使用または収用  

担保措置  罰則   
費用負担  船舶所有者 国または地方公共団体  

〔海防法第 39条第 3項関連〕  根拠  〔英国商船法附則 3Aパラグラフ 3関連〕  
〔海防法第 40条関連〕  
大量の特定油が排出された場合であって防除措置義務者が措置
を講じていない場合  

要件  船舶、人命または財産の安全を確保し、汚染を防止・軽減する
必要がある場合  

排出された有害液体物質、廃棄物等(特定油を除く)により海洋が
汚染され、海洋環境の保全に著しい障害を及ぼし、または及ぼ
すおそれがあり、緊急に汚染を防止する必要性がある場合  

権限行使主体  規定上は閣僚権限であるが SOSREPが代行  海上保安庁長官(管区海上保安本部長等に権限委任) 
① 船舶所有者  
② 施設の設置者 
③ 排出原因行為者の使用者  

権限行使客体  
 

① 船舶所有者  
② 船舶占有者  
③ 船長  

排出原因者 
① 排出された特定油の広がり防止  
② 引き続く特定油の排出の防止  
③ 排出された特定油の除去  

措置内容  
(指示) 

船舶に関連  
① 英国水域内の特定場所からの移動、または移動しないこと 
② 英国水域内の特定場所への移動、または移動しないこと  
③ 英国水域内の特定航路上の移動、または移動しないこと  
② 英国水域内からの除去  

① 有害液体物質等の除去  
② 汚染防止のための必要な措置  

担保措置  罰則  罰則  
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費用負担  船舶所有者 
 

① 船舶所有者  
② 施設の設置者  

〔海防法第 42条関連〕  
〔海上保安庁法第 2条関連〕  

根拠  〔英国商船法附則 3Aパラグラフ 4関連〕  

〔海上保安庁法第 18条関連〕  
① 沿岸海域において排出された著しく大量の特定油による著
しい海洋汚染が発生  
② 海洋汚染が広範囲の沿岸海域において障害が発生、または
そのおそれがある場合  
③ 緊急に障害防止のための防除措置が必要  

海防法第 39条及び第 40条の規定により措置を講ずべき者がそ
の措置を講ぜず、または、これらの者が講ずる措置のみによっ
ては海洋の汚染を防止することが困難であると認める場合  

要件  ① 指示を発する権限があるが、指示を発することでは十分な
効果が期待できない場合  
② 指示を発したが、この指示では十分か効果が期待できない
場合  

① 天災事変、海難、工作物の損壊、危険物の爆発等危険な事
態がある場合  
② 人の生命若しくは身体に危険が及ぶ場合、または、財産に
重大な損害が及ぶおそれがある場合  
③ 急を要する場合  
海上保安庁長官  
海上保安庁(自らの防除措置) 

権限行使主体  規定上は閣僚権限であるが SOSREPが代行  

海上保安官 
① 船舶のパイプ、甲板等の破壊・切断  
② 排出された特定油の焼却  
③ 砲撃・爆撃等による船舶の破壊・焼却  
④ 現場付近海域の財産の処分  
海上保安庁自ら防除措置を実施  

措置内容  ① 目的達成のために必要な措置を実施すること  
② 人に土地・施設の利用を認めること  
③ 人に要求する事項の実施を認めること、または自ら実施す
ること  
④ 人に船舶のコントロールを認めること  
⑤ 船舶の沈没・破壊の手続きを実施すること、または手続き
の実施を認めること  

① 船舶の進行を開始させ、停止させ、またはその出発を差し
止めること 
② 航路を変更させ、または船舶を指定する場所に移動させる
こと  
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③ 乗組員、旅客その他船内にある者を下船させ、またはその
下船を制限し、若しくは禁止すること 
④ 積荷を陸揚げさせ、またはその陸揚げを制限し、若しくは
禁止すること  
⑤ 他船または陸地との交通を制限し、または禁止すること  
比例限度を超える損害を除き、適法な処分による損害(第三者損
害を含む)に対する損失補償はない。  
海上保安庁自らが講じた防除措置に要した費用のうち一定の範
囲のものについて、排出された油、有害液体物質、廃棄物その
他の物が積載されていた船舶の船舶所有者またはこれらの物が
管理されていた施設の設置者に負担させることが可能(海防法
第 41条) 

費用負担  船舶所有者 

比例限度を超える損害を除き、適法な処分による損害(第三者損
害を含む)に対する損失補償はない。  

根拠  〔英国商船法セクション 100A、100B関連〕  〔海防法第 39条の 2関連〕  
要件  船舶、構造物等が事故を起こし、損傷し、その結果、重大な障

害が発生する可能性があり、人命もしくは財産に対する重大な
損害もしくは汚染を防止し、またはリスクを軽減する必要が
ある場合 

大量の特定油の排出があり、迅速的確な防除措置が講じられる
必要がある場合  

権限行使主体  規定上は閣僚権限であるが SOSREPが代行  海上保安庁長官(管区海上保安本部長等に権限委任) 
権限行使客体  他の船舶  他の船舶  
措置内容  ① 臨時除外水域の設定  

② 臨時除外水域への進入禁止の指示  
③ 臨時除外水域からの退去の指示  

① 現場の海域から退去命令  
② 現場海域への進入を中止命令  
③ 航行を制限  

担保措置  罰則(進入禁止、退去指示違反等の場合) 罰則  
費用負担  規定なし  規定なし  
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踏まえたドナルドソン卿報告書以前は、英国においても英国商船法に

基づき閣僚権限として行使されていたものであるが、同事故対応の反

省から迅速かつ的確は判断を行う必要性が強調され、SOSREPとして
任命された者が行使することとなっている。 

(3) わが国において、海上災害事案への介入権限の行使主体については、
海防法上は海上保安庁長官(一定の場合には管区本部長等への委任)、
また、海上保安庁法第 18条の場合は海上保安官となっている。しか
しながら、英国のように海上災害事案について極めて高度の専門的知

識及び経験を有する特定の「者」を特別に任命して権限行使を行う体

制にはなっていない。わが国も英国同様、大規模海上災害事案を経験

しており、近い将来、同様あるいは過去の事例を超える事案が発生す

る可能性は否定できない。英国における SOSREP システムに対する
評価は官民にわたり、また、欧州連合においても肯定的なものである

ことから、わが国においても介入権限に係る一定の法的枠組みの整備

がなされているとの前提であったとしても、現実の権限行使に係る専

門的実務的責任者を育成ないし任命し、事案対応に当たっては政治的

に独立したその者の判断に基づき、必要とされる場合には、権限行使

主体の名において権限を行使する体制を構築しておく必要もあろう。 
(4) 国家による介入権限を発動する場合にあっても、特に大規模海上災
害事案においては、そのコストの観点からも介入権限行使の是非につ

いても検討、判断ができる体制を構築しなければならないが、これに

よって介入権限行使の時機を失するべきではない。これについて藤岡

は、「(巨大油濁事故に対しては、：筆者追加)官民を問わない防除措置
全体の指揮命令権の確立とその指揮命令に伴う防除措置関係者に対

する措置費用の保証である。巨大油濁事故においては、指揮命令を受

けることとなる者の経済的な裏付けは重要である。(中略)「国際油濁
基金をとりあえずの資金として活用することができるよう国際的な

合意を形成しておく必要」 ２３について主張している。また、

SOSREP(Mr. Robin Middleton)は、国家介入によって発生するコストと
国際条約上の責任制限及び補償上限の関係については、「SOSREP も
政府の一員であり、英国が加盟する条約等を考慮しなければならない

ことは言うまでもないが、あくまでも最善の判断を下すのみである。

もしも、自身の判断が政府から支持されないものであれば、SOSREP
の政府に対する責任の基本として、『罷免』(suck)されることになろう」
２４旨述べている。コスト負担は必ず発生する大きな課題であること

は当然認識しつつも、SOSREPシステムは、大規模海上災害事案への
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最善対応を追求し、必要な判断・支持を下すものであり、一つのモデ

ルとして大いに参考とすべきであろう。  
(5) SOSREPの任命に当たり、英国政府は、報告書勧告を踏まえ、サル
ベージ業者、船舶所有者、財産・責任保険関係者等との交渉に対応可

能な知識・経験を有すると同時にカリスマ性を有する者を当てること

とした。現在の SOSREP(Mr. Robin Middleton)は、民間サルベージダ
イバー、政府機関における法令執行、緊急事態対応業務等の経験を有

し、就任以来、約 6 年が経過する中で、440 件以上の事故に関与し、
44 件の指示を発している。この対応を行う中で、閣僚による罷免措
置が執られていないことからも、まさに報告書勧告で求める適材であ

り、事案に応じた判断、また、必要な場合の介入措置を行ってきたこ

とが伺える。SOSREP制度は、的確な状況把握と迅速な意思決定が必
要とされるサルベージオペレーションに対する国家権限の介入の方

法として、指揮命令系統の簡素化、専門化等の面で非常に有効なシス

テムであると考えられる。その一方において、SOSREPシステムを導
入する観点からは、まさにその人材に負うところが大きく、非常に高

度な判断を要するその任務に対応可能な人材の育成・確保が前提とな

ることについても考慮しておく必要性がある。 
(6) 2003年 11月、第 23回 IMO総会において、「船舶の避難場所に関す
るガイドライン」等が採択された２５。これは、1999年 12月にフラン
スブルターニュ沖で発生したタンカーErika 号事故、2000年 12 月に
西部地中海モロッコ沖で発生したタンカーCastor号事案、また、2002
年 11 月にスペインガルシア沖で発生したタンカーPrestige 号事故等
を受け、事故船舶からの積荷油等の移送作業等を行うことを目的とす

る船体の平穏海域への入域に関するガイドラインである。入域に当た

っては、事故事案の状況を迅速に把握し、沖合に船舶を留め置くこと

により拡大する被害と対象海域及び地元住民等が被るであろう損害

を考量する等、サルベージオペレーションに関する専門的な知識・技

能を要求されるものである。また、IMO 策定のガイドラインを一定
のフローチャートとして活用することが不可欠であり、欧州連合加盟

国における事故船舶の避難場所への収容方策の検討における

SOSREPシステムの反映状況等を参考にしつつ、わが国としても事案
発生に備え、SOSREP制度を参考に、その意思決定体制を整備するこ
とが重要である。 

(7) 海事関係者の中には、これまでわが国において発生した海上災害事
案については、船舶所有者、財産・責任保険者、サルベージ関係者、



 27 

海上保安官等の関係者による協議を踏まえ、比較的スムーズに防除、

サルベージオペレーションが進められていることを前提に、SOSREP
に相当する閣僚権限代行システムは不要との意見が表明される場合

もある。しかしながら、適正な保険に加入していない船舶の海上災害

事案の発生も否定できず(むしろ、保険未加入船舶に係る事故発生要
因が高い可能性もある)、このため、関係者が対応の決定に時間を要
する間に事態が悪化することも十分に予想されるところであり、迅速

な国家介入措置の実現を図るためにも、SOSREPシステムの検討を行
うべきと考える。海上災害事案の対応において要求される迅速な状況

把握及びこれに対する対応方策の決定等に要する専門的知識・技能に

ついては、英国 SOSREP 制度に学ぶところが大きいものと思われ、
わが国においても権限行使の代行者として適切な者を意思決定過程

の中に置くことについて、検討する意義はあるものと考える。 
 
第 8章 おわりに 
本稿においては、英国における SOSREP制度の創設についてドナルドソ
ン卿報告書から概説し、英国サルベージ活動に対する国家介入権限の法的

根拠、英国国家緊急時計画からその活動の基礎を述べ、これに実際の活動

事例等を加え、わが国の国家介入権限との比較検討を行ったものである。

本分野については、船舶の避難場所(place of refuge)に係る対応、これに係
る費用・責任負担等、更なる検討を行うべき問題も残っている。これらに

ついては、研鑽を進めつつ、研究を継続したい。 
本研究を進めるに当たり、SOSREP(Mr. Robin Middleton)及び SOSREP 

support officer(Mr. Tom Westwood)から貴重な助言及び資料の提供を受けた。
心から彼らのカリスマ的な協力に感謝したい。 
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１ 2003年海上保安法により 1995年英国商船法 (1997年商船及び海上セキュリティ法によ
り改正)が改正され、海上セキュリティに係る措置について関係規定が整理された。  
２ 1993年 1月、英国北部のシェットランド諸島において、タンカーBraer号が座礁し、こ
の事故を検証するため、ドナルドソン卿が”Safer Ships, Cleaner Seas”を作成。この中で、
英国水域内に緊急曳航措置を行うための配備の必要性を勧告した。これを受け、現在、英
国沿岸 4カ所に緊急曳航船舶(ETV: Emergency Towing Vessel)を配備している。  
緊急曳航船舶について、英国国家緊急時計画の付録 Hでは、概要、次の通り既述して
いる。  
「英国海上保安庁は、海上事故により極めて重大なリスクを惹起する可能性のある 4
カ所(the Dover Strait, the Minches, the Western Approaches, the Fair Isle)に通年にわたり、緊急
曳航船舶を用船し、配備する。英国海上保安庁は、緊急曳航船舶の用船料を支払う。しか
しながら、用船契約の一部として、また、英国海上保安庁の裁量で、船舶所有者と緊急曳
航船舶の運航者が合意する場合には、緊急曳航船舶は、商業的曳航を行うことができる。
このような『雇用』契約は、緊急曳航船舶の運航者及び英国海上保安庁にとって利益があ
る。報酬、または、契約料金は、用船者の支出を相殺するからである。同様に、HMCG(Her 
Majesty Coastguard)により使用される地方港湾の曳航船舶も事実上、契約下にあり、英国
海上保安庁は料金を支払う。必要かつ適用な場合には、英国海上保安庁は、そのコストの
償還を求めることになる。」  
３ 1995年英国商船法セクション 100Aを根拠として、閣僚は人命もしくは財産に対する重
大な危険または汚染を防止し、このようなリスクを軽減することを目的として、英国水域
または英国汚染管理水域(200マイル内)で臨時除外水域を設定する権限を有しており、
SOSREPはこの閣僚権限を代行する。  
４ J. Reeder編纂 , 豊村誠二訳 , 2004, 『ブライス下院案救助法抄訳 LOF2000と SCOPIC
の解説』成山堂 , 98-99. 
５  CMI YEARBOOK 2003, VANCOUVER Ⅱ , 446ページ以下、または、CMIホームページ
を参照。  

Available at 
http://www.comitemaritime.org/year/2003/2003_part02_c.htm (May 3, 2006) 

６ 本指令は 1999年 12月、フランスフランスブルターニュ沖で発生したタンカーErika
号事故を踏まえ、欧州連合の海上安全対策 (Erikaパッケージ )の一環として策定されたもの
である。全条文は、欧州連合官報ホームページ参照。  

Available at 
http://europa.eu.int/eur-lex/pri/en/oj/dat/2002/l_208/l_20820020805en00100027.pdf (May 2, 

2006) 
７ 同指令第 20条の規定(筆者試訳)は次のとおりである。  
第20条「Place of Refuge」(船舶の避難場所) 
加盟国は、関係機関と協議のうえ、IMOによって策定された関係ガイドラインを考
慮し、海難に遭遇した船舶を、その管轄下にある水域において、避航させるための計
画を立案しなければならない。本計画には、遭難船舶が権限ある当局の許可に従い、
早期に避難に避航可能となるよう、運用及び環境を考慮した必要な調整及び手続を含
むものでなければならない。加盟国が必要かつ可能と認識する場合には、本計画には、
支援、救助及び汚染対応のための十分な手段及び施設の準備に関する調整を含むもの
でなければならない。  
遭難船舶を避航させるための計画は、要求が有り次第、活用できるものでなければ
ならない。加盟国は、欧州委員会に対し 2004年 2月 5日まで前パラグラフに関する措
置を通報しなければならない。  
８ 「油汚染事件への準備及び対応のための国家的な緊急時計画」(平成 9年 12月 18日閣
議決定 )においては、その第 3章第 5節で「排出油の防除措置」として、(1)排出防除措置、
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(2)拡散防止措置、(3)回収措置、(4)化学的処理、の 4項目に分けている。英国の国家介入
権限に係る措置は、このうち、排出防除措置及び拡散防止措置に該当し、回収措置及び化
学的処理については、Clean-upオペレーションに相当するものと考えられる。  
９ 海洋汚染・海上災害防止法研究会編 , 1996, 『海洋汚染及び海上災害の防止に関する法
律の解説』成山堂,168. 
１０ 海洋汚染・海上災害防止法研究会編,前掲書注 9, 170. 
１１ この点について、村上は、「警察緊急権に基づきなされる警察権力の行使は、警察責
任を有しない者にもなされる場合がある。このような場合には、『特別の犠牲』にあては
まるとみることもできるから、損失補償がなされるべき場合もある」(村上武則, 1995, 『応
用行政法』有信堂高文社 , 77-78.)としている。また、藤岡は警察官職務執行法第 4条(避難
等の措置)を参考に「『その他の関係者、その場に居合わせた者』は必ずしも警察責任者ば
かりではないので、このような場合、警察緊急権に基づき例外的な措置として必要と認め
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